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○射水市少子化対策推進委員会設置要綱 

平成18年3月27日 

告示第37号 

改正 平成19年3月30日告示第91号 

平成24年3月29日告示第59号 

平成25年10月1日告示第177号 

(設置) 

第1条 射水市の少子化対策に関する施策及び少子化の進展に伴う新たな課題に市民、企業、

行政等が一体となって対応するとともに、子ども・子育て支援給付その他の子育て支援を

地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提供できるよう、子どもの保護者その他子ど

も・子育て支援に係る当事者の意見を聴くため、射水市少子化対策推進委員会(以下「委

員会」という。)を設置する。 

(所掌事項) 

第2条 委員会の所掌事項は次のとおりとする。 

(1) 少子化対策の施策に係る事務事業の分析、評価及び改善に関すること。 

(2) 地域、企業及び市民からの少子化対策に関する提案及び意見について検討すること。 

(3) 子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号。以下「法」という。)第31条及び第43

条に規定する特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員に関すること。 

(4) 法第61条の規定に基づく射水市子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

(5) 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び

当該施策の実施状況を調査審議すること。 

(6) その他少子化対策及び子ども・子育て支援に関し必要な事項 

(組織) 

第3条 委員会は、委員20人以内をもって組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 少子化対策及び子育て支援に関して識見を有する者 

(2) 子どもに関わる事業経営者 

(3) 子どもに関わる活動を行う者 

(4) 子育てをしている保護者を雇用する企業の関係者 

(5) 子どもの保護者 

(6) 労働者を代表する者 
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(7) その他市長が必要と認める者 

(委員長及び副委員長) 

第4条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

2 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

3 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務

を代理する。 

(任期) 

第5条 委員の任期は、2年とする。ただし、再任は妨げない。 

2 補欠の委員の任期は、前任者の在任期間とする。 

(会議) 

第6条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

2 委員会は、委員の2分の1以上の出席がなければ開催することができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

4 委員長は、必要があるときは関係者の出席を求めて意見を聴き、又は説明若しくは資料

の提出を求めることができる。 

(部会) 

第7条 委員会に、部会を置くことができる。 

2 部会は、市長が指名する委員及び市長が必要と認める外部関係者(以下「部会委員」とい

う。)あわせて14人以内をもって組織する。 

3 部会委員は市長が委嘱する。 

4 部会に部会長及び副部会長を置く。 

5 部会長及び副部会長は、部会委員の互選により定める。 

6 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。 

7 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務

を代理する。 

8 部会の会議については、前条の規定を準用する。 

(少子化対策調査研究ワーク会議) 

第8条 委員会に付すべき事項の調査、研究及び協議その他少子化対策に関する活動を行う

ため、少子化対策調査研究ワーク会議(以下「ワーク会議」という。)を設置する。 
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2 ワーク会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

(庶務) 

第9条 委員会の庶務は、福祉保健部子育て支援課において処理する。 

(その他) 

第10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

附 則 

この告示は、平成18年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年3月30日告示第91号) 

この告示は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月29日告示第59号) 

この告示は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年10月1日告示第177号) 

(施行期日) 

1 この告示は、公表の日から施行する。 

(経過措置) 

2 委員会の委員の定数のうち第3条第1項の規定に伴い増加した数を充当するため新たに委

嘱される委員の任期は、第5条第1項の規定にかかわらず、委嘱される日から平成26年3月

31日までとする。 

 


